
１．国内投資は抑制基調が続き、海外投資も振るわず

岐路に立つ日本のエレクトロニクス産業 ～2012年度設備投資計画調査からみた課題と展望～

・当行の設備投資計画調査によると、電気機械の国内投資（単体ベース）は94年度から95年度にかけて半導体や液
晶を中心に増加し、メモリ市況悪化による半導体投資の落ち込みを経て、ITバブル期に半導体・液晶の能力増強投
資が拡大し、2000年度に前年比39％増の高い伸びを記録した（図表1-1）。その反動減の後、03年度から07年度にか
けて、デジタル家電の需要増を受けてディスプレイ、半導体や電子部品関連の能力増強投資を中心に５年連続で増
加したが、08年度からリーマン･ショックにより投資が抑制された。10年度は半導体、太陽電池、二次電池、LED関
連が活発化したことから前年を上回ったが、11年度はテレビ用ディスプレイや太陽電池の落ち込みが大きく、再び
前年割れに転じた。

・電気機械は半導体とディスプレイの大型投資が両輪となり、これまで製造業の国内設備投資を牽引してきた。国
内設備投資の増減への寄与が大きな業種をみると、2000年以降、電気機械は増加への寄与度で５回首位に立ち、自
動車および石油の各３回を上回る（図表1-2）。増減の幅が大きいのも特徴であり、減尐への寄与度で首位となった
回数でも電気機械は４回で最も多い。

・12年度は、製造業の国内設備投資が５年ぶりに増加（19.1％増）となる。自動車はエコカー関連、化学はディス
プレイ、LED、太陽電池、エコカー関連高機能部材などが増加するほか、一般機械は、事務民生用機械や好調な外需
に支えられた建設機械で増加する。一方、電気機械は、スマートフォン・タブレット向け部材やエコカー向け電子
部品は増加するものの、ディスプレイや半導体が大幅に落ち込み、太陽電池の工場新設も一段落することから、引
き続き減尐（8.6％減）する。この背景には、①欧州債務問題の長期化などによる需要の伸び悩み、②円高や労務コ
ストなど「６重苦」による国内投資環境の悪化に加えて、③投資の牽引役だった半導体、液晶、太陽電池、二次電
池などの分野で韓国、中国、台湾メーカーなどとの競合が激化し、日系電機メーカーが苦戦を強いられていること
があり、シクリカルな動きというよりは構造的な問題を孕んでいるものとみられる。なお、当行調査の国内投資は
単体ベースのため、連結子会社による素材、産業機械や自動車部品などの投資は電気機械には含まない。

・海外投資でも電気機械は振るわない。製造業全体では、自動車の能力増強や鉱業の資源関連を中心に海外投資は
引き続き大幅増（28.9％増）となり、国内投資の伸びを上回ることから、国内投資に対する海外投資の比率（外／
内比率）は、11年度の53.3％から12年度に58.3％へ上昇する。一方、電気機械は海外投資も減尐（1.1％減）に転じ、
外／内比率は28.7％から27.6％へ低下する（図表1-3）。製造業の同比率が50％を超え、自動車では国内投資にほぼ
匹敵する規模の海外投資が行われるのとは対照的な動きとなっている。
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図表1-2 国内設備投資の増減への寄与が大きな業種（製造業）

図表1-1 国内設備投資の対前年度比伸び率

（備考）1.日本政策投資銀行「設備投資計画調査」（2012年8月）により作成
2.2009年度実績までは事業基準ベース。2010年度以降は主業基準ベース

（備考）1.日本政策投資銀行「設備投資計画調査」（2012年8月）により作成
2.2009年度実績までは事業基準ベース。2010年度以降は主業基準ベース

図表1-3 海外／国内設備投資比率の推移(製造業)

（備考）1.日本政策投資銀行「設備投資計画調査」（2012年8月）に
より作成
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２．最終製品だけでなく半導体やディスプレイなど電子部品・デバイスの国内生産も縮小へ

・電気機械の国内生産の変遷をみると、国内生産の３分の１を占める主力分野であった民生用電気（白物家電）お
よび民生用電子（AV家電）が80年代半ば以降減尐する一方、パソコンや携帯電話などの産業用電子、および、半導
体や液晶デバイスなどの電子部品・デバイスが増加したことから、90年代には全体で30兆円台まで拡大した（図表
2-1）。しかし、ITバブル崩壊後は産業用電子を中心に国内生産は大幅減となり、02年以降は電子部品・デバイスが
産業用電子を上回る最大のセクターとなり、足元では国内生産の約4割を占める。リーマンショックを受けて09年の
国内生産は20兆円を割り込み、11年も震災や欧州債務危機などの影響で19.6兆円にとどまった。電子部品・デバイ
スの国内生産も07年をピークとして低調に推移している。

・電気機械は家電を中心に早くから海外での現地生産が進展し、輸出額に占める民生用電気・電子の比率は85年度
の36％から10年度には９％まで低下した（図表2-3）。カラーテレビの場合、1985年のピーク時に国内で1,789万台
が生産されたが、その後は海外への生産移管が進み、94年には輸入が輸出を上回るに至った（図表2-2）。

・家電業界では、ある製品の成熟化が進んで海外生産へのシフトが進むと、次世代のヒット商品が誕生し、生産移
管分の一部を穴埋めしてきた（図表2-3）。すなわち、ブラウン管テレビの国内生産が減尐する中で、CDプレーヤ、
ビデオ、DVD／ブルーレイディスクレコーダや薄型テレビなどの新製品が次々に創出され、生産品目を高付加価値品
に転換しながら国内生産が維持されてきた。また、家電の生産においては国際分業体制が構築され、海外生産に必
要な電子部品の多くが日本から現地拠点へ供給されている。このため、電子部品・デバイスの輸出額は85年の2.8兆
円から10年には7.9兆円まで増加しており、国内生産拠点は完成品から中核部品の生産に軸足を移しながら、生産効
率化の努力もあり維持されてきた。

・しかし、デジタル化・ネットワーク化で機能の多くがソフトウェアで実現されるようになり、コモディティ化の
進展で海外勢との競合が激化するなど、業界構造は大きく変化してきた。こうした中で、デジタル家電やスマート
フォン、タブレットなど主力製品で日系メーカーの競争力は大きく低下し、11年以降国内生産は一段と減尐し始め
た。各社は外部への製造委託を進めており、10年に1,355万台まで増加した薄型テレビの国内生産台数は、わずか２
年後の12年には10分の１の130万台前後まで落ち込む見通しである。日系の家電メーカーは海外市場でも苦戦してお
り、半導体や電子部品の国内生産および輸出も大幅な減尐が続いている。次の牽引役となりうるヒット商品が見あ
たらず、国内外での販売が落ち込む中で、完成品だけでなく電子部品・デバイスの国内生産が縮小し始めており、
海外市場での不振と外部への製造委託により、海外投資も振るわないのが現状といえる。
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図表2-1 電気機械の国内生産額の推移

図表2-3 電気機械の生産拠点を取り巻く環境変化と設備投資低迷の背景

（備考）経済産業省「機械統計」、(社)日本電機工業会、(社)電子情報技術産業協会、
（財）家電製品協会「家電産業ハンドブック」により日本政策投資銀行作成
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３．日系電機メーカーの業況　- 家電系が不振　重電系は堅調　電子部品各社も底堅く推移 -
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図表3-1 総合電機８社の12年度連結売上高と最終損益見通し

図表3-2 電子部品大手８社の12年度連結売上高と最終損益見通し

（備考）IR資料により日本政策投資銀行作成
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・総合電機メーカー８社の決算をみると、家電系３社は、主力のデジタル家電やモバイル事業が振るわず、業績低
迷による減損や繰延税金取崩しもあり、11年度に多額の損失計上を余儀なくされた（図表3-1）。12年度も３社は中
間決算段階で売上高を下方修正し、最終損益見通しはソニーが黒字を維持するものの、パナソニックが期初見通し
の500億円から△7,650億円へ、シャープは△300億円から△4,500億円の大幅赤字へ引き下げた。このうち、パナソ
ニックは12年度の通期売上高予想を8.1兆円から7.3兆円へ引き下げ、この下方修正の８割を、全社売上の４分の１
に過ぎないデジタルコンシューマ関連が占める見通しである。同社は過去10年にわたり薄型テレビやディスプレイ、
電池などデジタル関連に投資を集中してきたが、国内市場の縮小と海外での価格競争力の低下を主因として収益を
期待できない状況となり、２年連続で多額の減損処理を余儀なくされた。

・一方、重電系３社は、変動の激しいデジタル家電やディスプレイ事業などを本体から切り離し、それに代わる安
定収益源を育成することにより、業績は比較的堅調に推移している。また、情報通信系２社は、ハードウェア事業
を取捨選択してシステムインテグレータ（SIer）事業に重心を移しており、リストラ効果もあり、低位ながらも利
益を確保しうる状況となっている。

・電子部品大手８社は大半が期初の利益見通しを中間決算時に引き下げた（図表3-2）。欧州債務危機の長期化に中
国経済の減速が加わり、今年度下期の需要回復期待が後退している。薄型テレビやパソコンの販売低迷や、中国で
の日系自動車メーカーの販売不振による車載用部品の落ち込みなども懸念材料である。一方、世界的に市場が拡大
するスマートフォンやタブレット向け部品の引き合いは強く、関連メーカーの業績は比較的底堅く推移している。



４．韓国サムスン電子と日系総合電機メーカーの比較　- SWOT分析 -

・サムスン電子は、1987年に２代目の会長に就任した李健熙氏の下で、ブランドやデザイン、マーケ
ティング重視の経営戦略をとり、先端技術分野では外部リソースも活用しながら、不況期にも思い切っ
た大型投資を行い、業容を拡大してきた（図表4-1）。

・国内ではLG電子との２社寡占体制で安定した利益を確保しながら、欧米や新興国の市場開拓で先行し、
海外売上高は全体の８割を超す（図表4-2）。12年には世界のブランド価値ランキングで世界９位とな
り、トヨタ自動車を抜いてアジア企業の中で首位となった（図表4-3）。

・為替レートも追い風となり、07年平均の１ドル=929ウォンから09年には一時1,500ウォン台までウォ
ン安が進み、同社の業績を押し上げてきた（図表4-4）。一方、その後はウォン高傾向に転じ、直近で
は同1,100ウォンを切っている。ウォン高で輸出に逆風が吹く中でも同社の収益は拡大し続けており
（図表5-2）、製品力の強化や市場開拓の取り組みなどを通じた価格以外の競争力の高まりも好調な業
績につながっているものと考えられる。なお、円との関係では依然としてウォン安水準にあり、海外市
場での日系メーカーとの競争においては有利な状況が続いている。
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順位
前年
順位

企業名

9 17 サムスン電子

10 11 トヨタ自動車

21 19 本田技研工業

30 33 キヤノン

40 35 ソニー

53 61 ヒュンダイ

56 48 任天堂

65 69 パナソニック

73 90 日産自動車

87 New 起亜自動車

ThreatOpportunity

リーダーシップ
ブランド・デザイン

マーケティング
外部リソース活用

思い切った投資判断
サプライチェーン管理

海外人材育成
財務基盤・投資力

サムスン電子

中国メーカーの台頭

液晶・半導体市況の低迷

知財・特許紛争

サムスン電子

ウォン安

スマートフォン市場の拡大

最先端半導体市場の
寡占化

サムスン電子

新製品の
開発力に課題

部品・素材の多くを
日本に依存

部品の外販が
最終製品で競合

通信への依存度の高さ

サムスン電子

意思決定のスピード
国内での過当競争
海外展開の遅れ

自前主義
総合力の丌足

中途半端な垂直統合
販売力の弱さ

財務基盤の脆弱性

日系メーカー

円高

部材・装置メーカーの
海外進出

学生の電子工学離れ

日系メーカー

環境・エネルギー問題

シェールガス革命

スマートシティ構想

自動車の電子化

有機エレクトロニクス

日系メーカー

先端技術
基礎研究

重電・社会インフラ
部品・素材
製造現場力
品質・信頼性

日系メーカー

Strength Weakness

（備考）日本政策投資銀行作成

図表4-1 サムスン電子と日系総合電機メーカーのSWOT分析

図表4-3 世界のブランド価値

ランキングにおけるアジア

企業の順位（12年）

図表4-2 地域別売上高比較

（11年度）

（備考）IR資料により日本政策投資銀行作成

図表4-4 韓国ウォンの対ドル・円相場

（備考）インターブランド社
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４．韓国サムスン電子と日系総合電機メーカーの比較　- 通信機器が収益を牽引 -

・同社の売上高は日系総合電機メーカー８社のいずれをも上回る規模まで拡大した（図表5-1）。日系
８社を合計した売上高はサムスン電子の約3.7倍の規模だが、営業利益は８社合計しても同社を下回る
水準にとどまる。

・同社は、07年から11年までの５年間で売上高を1.7倍に、営業利益を1.9倍以上に急拡大させた。半導
体やディスプレイ事業での強みを維持しながら、近年はスマートフォンを中心とする通信機器部門が成
長の牽引役となっており、12年1-9月期では売上高の５割強、営業利益の７割弱を同部門が占めるに
至っている（図表5-2）。但し、半導体部門はDRAM、NANDフラッシュメモリともに供給過剰により収益
が伸び悩んでおり、薄型テレビなどのデジタルメディア・家電部門も価格下落が激しく利益率は低位に
とどまる。また、11年に赤字に転落したディスプレイ部門は、構造改革を経て12年1-3月期以降黒字に
転換したものの、台湾や中国勢などとの激しい競争に晒されている。

・既存事業の多くが中国や台湾勢などの追い上げを受ける中、同社が今後も持続的な成長を遂げるため
には、①収益の柱であるスマートフォンやタブレットの商品力強化と拡販、②半導体では市況変動の激
しいメモリへの依存度の引き下げと通信向けなどシステムLSI事業の強化、③ディスプレイでは需要の
拡大が見込まれる中小型パネル事業の拡充に取り組むとともに、④次世代の大型ヒット商品を自ら創り
出し、スマートフォンやタブレットに次ぐ牽引役を育てていくことが不可欠である（図表5-3）。

(単位：兆ウォン)

12/1Q 12/2Q 12/3Q 12/1Q-3Q

売上高 96.10 売上高比 118.38 売上高比 136.32 売上高比 154.63 売上高比 165.00 売上高比 45.27 売上高比 47.60 売上高比 52.18 売上高比 145.04 売上高比

半導体 21.39 22.3% 20.21 17.1% 26.80 19.7% 37.64 24.3% 36.99 22.4% 7.98 17.6% 8.60 18.1% 8.72 16.7% 25.29 17.4%

ディスプレイ 14.88 15.5% 14.89 12.6% 25.84 19.0% 29.91 19.3% 29.24 17.7% 8.54 18.9% 8.25 17.3% 8.46 16.2% 25.25 17.4%

通信 23.77 24.7% 33.71 28.5% 37.60 27.6% 41.19 26.6% 67.45 40.9% 23.22 51.3% 24.04 50.5% 29.92 57.3% 77.19 53.2%

デジタルメディア・家電 26.53 27.6% 41.14 34.8% 51.26 37.6% 57.25 37.0% 47.30 28.7% 10.75 23.7% 12.15 25.5% 11.60 22.2% 34.50 23.8%

その他 2.67 2.8% 6.62 5.6% -5.18 -3.8% -11.36 -7.3% -16.99 -10.3% -5.31 -11.7% -6.00 -12.6% -7.12 -13.6% -18.43 -12.7%

営業利益 8.46 8.8% 5.71 4.8% 10.92 8.0% 17.29 11.2% 16.25 9.8% 5.85 12.9% 6.72 14.1% 8.12 15.6% 20.70 14.3%

半導体 2.35 2.4% 0.00 0.0% 2.06 1.5% 10.12 6.5% 7.34 4.4% 0.76 1.7% 1.11 2.3% 1.15 2.2% 3.02 2.1%

ディスプレイ 2.11 2.2% 2.35 2.0% 1.70 1.2% 1.99 1.3% -0.75 -0.5% 0.28 0.6% 0.75 1.6% 1.09 2.1% 2.12 1.5%

通信 2.75 2.9% 2.98 2.5% 4.10 3.0% 4.30 2.8% 8.13 4.9% 4.27 9.4% 4.19 8.8% 5.63 10.8% 14.09 9.7%

デジタルメディア・家電 1.06 1.1% 0.39 0.3% 3.07 2.3% 0.48 0.3% 1.45 0.9% 0.48 1.1% 0.76 1.6% 0.43 0.8% 1.67 1.2%

その他 0.04 0.0% -0.04 0.0% -0.01 0.0% 0.40 0.3% -0.03 0.0% 0.02 0.0% -0.06 -0.1% -0.05 -0.1% -0.09 -0.1%

税引前利益 9.63 10.0% 6.58 5.6% 12.19 8.9% 19.33 12.5% 17.16 10.4% 6.35 14.0% 6.73 14.1% 8.30 15.9% 21.38 14.7%

純利益 7.42 7.7% 5.53 4.7% 9.76 7.2% 16.15 10.4% 13.73 8.3% 5.05 11.2% 5.19 10.9% 6.56 12.6% 16.81 11.6%

営業CF 14.79 - 13.36 - 18.52 - 23.83 - 22.92 - 8.43 - 5.93 - 11.54 - 25.90 -

投資CF -12.00 - -13.13 - -14.18 - -23.98 - -21.11 - -5.30 - -5.30 - -8.98 - -19.58 -

財務CF -1.60 - 1.93 - -1.36 - 0.15 - 3.11 - -1.99 - -0.78 - 0.84 - -1.93 -

現金等増減 1.61 - 2.98 - 3.25 - -0.36 - 4.90 - 1.23 - -0.40 - 3.30 - 4.13 -

現金等残高 5.83 - 8.81 - 10.15 - 9.79 - 14.69 - 15.92 - 15.52 - 18.82 - 18.82 -

ｳｫﾝの対ﾄﾞﾙ相場（平均値） 929.18 1,100.94 1,275.80 1,156.26 1,107.91 1,131.12 1,152.46 1,132.93 1,138.84

11年07年 08年 09年 10年

図表5-1 主要電機メーカーの業績比較

売上高 ＇2012/3期（ 営業利益 ＇2012/3期（

（備考）IR資料により日本政策投資銀行作成。サムスン電子、LG電子、GE、フィリップス、エレクトロラックス、
ワールプール、ハイアールは2011/12期、アップルは2012/9期

図表5-2 サムスン電子の業績推移

（備考）IR資料、韓国銀行HPにより日本政策投資銀行作成

図表5-3 サムスン電子の持続的成長に向けた課題

（備考）日本政策投資銀行作成
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① スマートフォン・

タブレットの拡販
＋

② メモリ依存度の引き下げ

・システムLSI事業の強化
③ 中小型パネル事業

の拡充

④ 次世代のヒット商品

の創出
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５．エレクトロニクス産業の競争力強化に向けた３つのソリューション

ソリューション① バリューチェーンの川上・川下展開　
(1) 付加価値の源泉シフトへの対応

・総合電機メーカーは、近年の業績悪化を受けて、多岐にわたる事業ポートフォリオの見直しを進めており、デジ
タル家電、白物家電、情報通信機器、半導体・電子部品、重電などの中から、得意分野や成長領域に注力する姿勢
を強めている。その際に重要な視点は、事業ポートフォリオが、①デジタル家電など急速にコモディティ化が進み
技術だけでは差異化が図りにくい領域、②独自の技術やノウハウにより差異化が可能な領域、のいずれに属するか
を厳しく峻別した上で、各々のバリューチェーンを分析して最適な戦略を構築することである（図表6-1）。

・前者の領域に属するパソコンや薄型テレビ、スマートフォンなどは、その制御システムがLSIに集積、外販されて
汎用化が急速に進むため、日本の強みであるメカトロニクスや実装技術を生かせる領域が狭まっている。アジアの
競合他社が大規模投資で追い上げを図り、大幅な価格下落が続いているため、世界シェアで低位にとどまる日系
メーカーが、アジア勢と同様の製品において、垂直統合モデルの下で競争優位を保つことは難しくなっている。

・とはいえ、デジタル家電や携帯端末は、新興国などではこれから普及が本格化する成長市場であり、拡販の余地
は大きい。こうした領域で販売を伸ばすためには、他社との共同生産や製造委託の活用によりコストを抑えつつ、
価格が多尐高くても買ってもらえるような高付加価値の製品を提供することが重要である。そのためには、①商品
企画・設計力を強化し、デザインや性能面で各市場のニーズに合致する普及価格帯の商品を開発するとともに、②
付加価値の源泉シフトに対応してバリューチェーンを再構築し、機器（ハードウェア）の価値だけでなく、顧客が
機器を使う時にも価値が創造されるようなしかけを組み込むことが求められる。スマートフォンや電子書籍端末は、
ネットワークにつなげて、音楽、ゲームや本などのコンテンツがダウンロードされることから収益を取り込むビジ
ネスモデルとなっており、家電においてもハードウェア、コンテンツとサービスを統合したエコシステム（生態
系）の創出に注力すべきである。さらに、③デジタル家電関連の技術を'B to C’だけでなく業務用途の'B to B'に
展開することも重要である。ディスプレイであれば、価格下落の激しいテレビなど民生向けから、オフィスや学校
向けの電子黒板や高精細ニーズの強い医療機器などに用途を拡大することが考えられる。

厳しく峻別

事業ポートフォリオ

デジタル家電 白物家電 情報通信 半導体 重電

自社の得意分野・成長分野に注力

川上分野との融合
長期的視点で基礎研究から

川下展開

独自の技術・
ノウハウにより
差異化が可能
な領域

保守サービス含めて
付加価値を長期に
わたり取り込み

鉄道車両

システム化

信号・運行制御

鉄道システムと

して売り込む
＋

アジアのEMSへの拡販

キーデバイス

モジュール化

周辺回路・機構部品

レファレンス
デザインとして
売り込む

＋

新興国中心に市場は拡大。
技術だけでは差異化が図りにくい領域

デジタル家電・モバイル機器など

ＬＳＩにシステムが集積
メカトロ・実装技術を生かしにくい

アジア勢と同様の製品での改良型開発や
後追いでは価格競争力を保てない

① 川上の商品企画・設計、デザインを強化

機器自体の価値

＋機器を使う時にも価値を創造するしかけ
②

付加価値の源泉シフトに対応した
バリューチェーンの再構築

～高くても買ってもらえる製品開発～

③ ‘B to C’から‘B to B’への展開

現地の市場ニーズに合致する製品の開発

ハードウェア、コンテンツ、サービスを統合
したエコシステムの創出

価格下落の激しい民生向けから業務向け
に用途を拡大

垂直統合モデルからの脱却

いずれは汎用化 → 海外生産・アウトソーシングも活用

キーデバイス、差異化商品を次々に開発し、国内・海外での
売上規模を拡大することが、国内生産の維持にもつながる
＇＋プロセス・イノベーション（

FAEの配置・増員
自社製品 他社製品＋

提案力強化
開発コスト・期間圧縮

新分野育成・・・国内拠点が牽引役にコモディティ化対応

事業規模

拡大

現地化

拡販

海外

新製品
立上げ

Ｒ＆Ｄ

国内

利益還流

図表6-1 事業ポートフォリオ毎の戦略構築

（備考）日本政策投資銀行作成

① バリューチェーンの川上・川下展開

- 付加価値の源泉シフトに対応 -

② オープン・イノベーション
- 異分野の外部リソースを活用した

研究開発によるヒット商品創出 -

③ 海外販路の開拓
- 現地開発・生産強化による

アジア・欧米での拡販 -
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(2) 川上の材料・製造装置産業との連携強化  - キーデバイスによる差異化製品の開発 -

・コモディティ領域での拡販に取り組む一方、独自の技術やノウハウを生かして差異化が可能な領域を
次々に開拓し、競合各社に先行し続けることも重要である。そのための一つの方策は、川上の材料・製
造装置産業との連携強化であり、画期的な材料、装置や製法を用いたキーデバイスを開発・製造し、周
辺部品を含めてモジュール化することにより、他社との差異化を図ることである（図表7-1）。

・電子機器に搭載される電子部品の性能を決定付ける要因として重要なのは「材料」の良し悪しであ
る。コンデンサであればアルミ、タンタルやセラミック、HDD用ヘッドやモータでは磁性材料の特性が
カギを握る。有力な電子部品メーカーは長期的視点から材料技術までさかのぼって人材を育成して研究
開発に取り組み、材料・装置からの一貫生産を行うことにより、他社が簡単には真似のできない独自の
部品を生み出してきた。また、川上の材料・装置メーカーが次世代製品を開発する上でも、電機メー
カーとの共同開発が大きな役割を果たしてきた。

・今後期待される川上との融合分野の例を挙げると、電流の制御に用いられるパワー半導体では、シリ
コンより高温でも安定した動作が可能となる炭化ケイ素（SiC）やGaNなど新材料の開発が進められてお
り、省エネ家電やエコカーの燃費改善への応用が想定されている。イメージセンサでは、電気信号を処
理するロジックやアナログの技術を映像技術と融合した新型センサが一眼レフカメラや医療機器などに
搭載され始めており、デバイスとセットの連携による商品力の強化が図られている。また、有機材料を
用いた太陽電池や照明機器でも、材料や装置メーカーを交えて高性能化とコストダウンに向けた開発が
活発化している。いずれも日系メーカーが優位性を発揮しうる分野として期待されており、開発スピー
ドを加速して製品化を急ぐことが必要である。

図表7-1 バリューチェーンを踏まえたビジネスモデルの再構築

（備考）日本政策投資銀行作成。各社の数字は11年の営業利益率

◆独自の材料・装置・製法を融合

キーデバイスによる差異化商品開発
- パワー半導体(SiC, IGBT)

省エネ家電、エコカー向け
- 有機材料

有機EL照明、有機薄膜太陽電池

プリンテッド・エレクトロニクス
吸湿・封止材、インクジェット、ガス

- 次世代磁性材料 車載モータ用
- イメージセンサ(デジカメ、医療機器（

センサ・信号処理・アナログ技術の融合

利益率

バ リ ュ ー チ ェ ー ン 川下川上

アップル
31.2％

クアルコム
33.6％

TSMC
33.1％

鴻海精密工業
2.4％

商品
企画

設計
資材調達

ソフト
ウェア

材
料

部
品

加工
組立

キーデバイス
モジュール化

販売 システム

サービス

保守 コンテンツ

川上分野との融合

単品売り切り

差異化商品の製造
ﾌﾟﾛｾｽ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

UMC
6.1％

製造は

外部委託

①コンテンツビジネスへの展開

- Apple iTunes Store

②機器の使用・サービス提供か

ら収益を取り込む

- プリンタ 消耗品

- タービン 保守・修理サービス

③B to B への展開

- 電子黒板、医療機器向け

④モジュール・システム化

- 鉄道システム

- 医療システム

- スマートハウス・スマートシティ
中途半端な規模の垂直統合

では製造コストや部材調達コ

ストでEMSに太刀打ちできず

川下展開

デジタル家電の
スマイルカーブ

強みを維持

長期的視点

研究開発

人材育成

材料・装置メーカー

共同開発

機器メーカー

の活発なR&D

電機メーカー
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(3) 川下展開　- システムやモジュールとして販売し、バリューチェーンの川下からも付加価値を取り込む -

・もう一つは川下展開であり、キーデバイスを搭載した製品を他の製品と組み合わせてシステムとして
販売する方法である。例えば、鉄道車両の製造に強みを有する重電メーカーが、信号や運行制御などを
一体化した鉄道システムとして売り込むことができれば、保守サービスも含めてより多くの付加価値を
長期にわたり取り込むことが可能になる。

・また、キーデバイスの外販先として重要性を増しているアジアの受託製造メーカーは、個々の部品と
してよりも、周辺の回路や機構部品を組み合わせて、そのまま製品に搭載できるレファレンスデザイン
の形での売り込みを評価する傾向がある。フィールド・アプリケーション・エンジニア（FAE）と呼ば
れる電子部品の技術営業職を増員して顧客への提案力を高め、自社製品だけでなく他社製品とも組み合
わせることで開発コストや期間を圧縮することが求められる。

・こうした川上、川下分野への展開を加速し、新分野・新産業を育成していく上で、牽引役となる最終
製品の果たすべき役割は大きい。当行調査で今年度設備投資の他業種への波及をみると、自動車は最終
製品のエコカーが牽引役となり、化学や非鉄金属の高機能材料など川上への投資連鎖がみられる（図表
8-1)。一方、スマートフォン、ディスプレイ、太陽光発電の各分野では、川上の部品・材料や川下のイ
ンフラ・システム関連投資はみられるものの、液晶テレビやスマートフォンなどの製品製造への投資は
低調で、中抜け状態となっている。海外の電機メーカーが競争力を強める中で、日系の電子部品・材料
メーカーは、アジアなどでの海外投資を拡大するとともに、先行する海外勢との共同開発をこれまで以
上に重視し始めている（図表8-2）。厳しい経営環境の中でも、日系電機メーカーが研究開発を活性化
させ、材料や装置の強みを生かした共同開発に注力することが期待される。

　　　　　　　ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ
分野

最終製品製造 製品取得・インフラ

エコカー （充電インフラ等）

自動車

中小型ディスプレイ 基地局、ネットワーク設備増強

電気機械 通信・情報

高機能部材 製造装置 大型ディスプレイ、液晶テレビ （デジタルサイネージ等）

化学 精密機械 電気機械

高機能部材 太陽電池 メガソーラー等

化学 電気機械 運輸、小売、サービスほか

　　増加 　　　　　減尐

ディスプレイ

太陽光発電

原料・部材製造

エコカー・二次電池

低燃費タイヤ原料、排ガス浄化部
品、電池材料

化学、非鉄
自動車

スマートフォン
電子部品・材料

電気機械 ＜海外増加＞化学、非鉄

＜海外増加＞化学

＜海外増加＞ゴム、非鉄 ＜海外増加＞自動車

（備考）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」(2012年8月）により作成

図表8-1 分野別バリューチェーンと設備投資連鎖

（備考）日本政策投資銀行作成

図表8-2 部材メーカーと最終製品製造メーカーとの共同開発による市場創造

材料・装置

メーカー

日系

自動車
メーカー

日系

市場創造

メーカー

海外
日系

電機
メーカー

材料・装置

メーカー

日系

自動車
メーカー

日系

電機
メーカー

日系

市場創造

共 同 開 発

エコカー

ディスプレイ材料

パワー半導体

半導体材料

リチウムイオン電池

太陽電池

電池材料

薄型パネル
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ソリューション② オープン・イノベーション
(1) 研究開発の成果を製品・収益に結び付ける転換フローに横たわる課題

・「R&D→新製品立上げ→現地化→拡販→R&D」のサイクルを回し続けるためには、研究開発の成果を生かして次々
にヒット商品を生み出し、国内外で拡販して事業規模全体を大きくすることにより、さらに研究開発を強化してい
く、というサイクルを回し続けることが不可欠である。エレクトロニクス製品はいずれコモディティ化は不可避で
あり、デジタル時代になり陳腐化のスピードは一段と速くなり、アジア勢の追い上げも激しい。研究開発から製品
化、収益化までのスピードを加速することが重要になっているが、スマートフォンやタブレット、電子書籍端末な
どで日系メーカーは海外勢の後塵を拝しており、日本発ヒット商品の不在こそが今日の電機業界が苦境に陥った主
因といえよう。

・日系総合電機メーカーの研究開発動向をみると、研究開発費の実額は近年やや減尐しているが、８社平均では３
千億円台を辛うじて維持している（図表9-1）。売上高対研究開発費の比率も大半が５-６％台を保っており、厳し
い経営環境の下で設備投資は抑制する一方で、厳しい経営環境の下でも研究開発費は最後の聖域として死守しよう
とする姿勢がうかがえる。また、企業の研究開発活動を反映する指標として特許データに着目すると、国内上場企
業の保有特許件数（2012年５月基準）ではパナソニックが１位となり、上位10社のうち８社を電機メーカーが占め
るなど、電機業界は大きな特許資産を蓄積している（図表9-2）。

・しかし、家電メーカーの業績は低迷が続いている。研究開発の成果を製品化に結び付け、それを収益につなげる
転換フローが目詰まりしてしまい、特許資産を生かし切れていないためではなかろうか（図表9-3）。これを打破す
るためには、企業内で休眠化している特許の有効活用を図り、多くの特許を組み合わせて真似されにくい商品を企
画する力を強化することが必要である。短期的利益志向の強まりで基礎研究より改良型開発に傾注しがちともいわ
れるが、そのような製品はすぐに競争に巻き込まれて先行者利益の獲得が難しい。ブランド力の強化や販路開拓に
取り組むとともに、製品自体だけでなく製品を使う時にも価値が創造されるようなしかけを作り、儲けるためのビ
ジネスモデルを開発することが求められよう。

・近年、社外との連携によるオープンイノベーションの重要性が指摘されるが、日系メーカーは基礎研究から製品
化まで自社内で完結することが多く、他社との共同開発に必ずしも慣れていない可能性がある。また、既存製品と
は全く異なる新製品の開発は大企業では難しいケースもあり、米国などではベンチャー企業が新分野開拓や新産業
創造を担うという側面があるが、日本では投資と人材が十分に集まらず、出口（EXIT）も尐ないためベンチャー企
業が育ちにくいことも問題である。

Ｒ＆Ｄ

特許
目詰まり

製品化 収益化

技術者に
市場が見え
ていない?

目詰まり

量販店
依存

特許・R&D成果
の価値を見抜く
目が弱体化?

日本

基礎研究から製品化

まで自社内で完結

・他社との共同開発に丌慣れ？

大企業では難しい？

従来にない製品開発

・米国ではベンチャー企業が担

う領域でもある

・投資と人材が集まらず

・出口が尐なく育たない

＇大手企業によるM&A等（

海外販路・
ブランド力

の弱さ

デジタル時代の
スピード感と合わ
ず製品化の機会
を适す？

特許が有効
活用されて
いない？

転換 転換

国内での
横並び
競争

スピードが
遅い？

特許の質の
低下？

ハード重視
ソフトウェア
との連携が
丌十分？

事業部間の
連携の弱さ
自前主義？

多数の特許を組み
合わせて商品を企画
する力が弱い？

特許資産
の棚卸が
丌十分？

すでに陳腐化
＇時間がかかり過ぎ（

儲けるための
ビジネスモデル
開発が丌足？

出願件数が
評価される
傾向？

短期的利益志向
基礎研究よりも
改良型開発を優先？

既存特許の改良や周
辺特許の出願が多く、
中核特許が尐ない？

図表9-1 日系総合電機メーカーの研究開発費の推移

図表9-3 研究開発の成果を製品・収益に結び付ける転換フローに横たわる課題

図表9-2 国内上場企業の

保有特許件数

（備考）
2012年5月基準
エヌユー知財フィナンシャル
サービス(株)提供データによる（備考）SPEEDA、IR資料等のデータを基に日本政策投資銀行作成

（備考）日本政策投資銀行作成

順位 企業名

1 パナソニック

2 キヤノン

3 東芝

4 富士フイルムＨＤ

5 トヨタ自動車

6 ソニー

7 三菱電機

8 セイコーエプソン

9 リコー

10 シャープ

0

2

4

6

8

10

12

97 99 01 03 05 07 09 11

（％）

（年度）

0

2

4

6

8

10

12

97 99 01 03 05 07 09 11

（％）

（年度）

シーメンス（独）

アップル（米）

５社平均

サムスン電子（韓）

フィリップス（蘭）

LG電子（韓）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

97 99 01 03 05 07 09 11

（千億円）

（年度）

パナソニック

ソニー

日立製作所

東芝

８社平均

富士通

三菱電機

日本電気

シャープ

＇実額（ ＇対売上高比率（ ＇海外メーカーの対売上高比率（
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(2) 異分野の外部リソースを活用した研究開発によるヒット商品の創出

図表10-3 イノベーション活動で海外と協力した企業の割合

（備考）文部科学省科学技術政策研究所「国際比較を通じた我が
国のイノベーションの現状」（2010年9月）

（備考）1.日本政策投資銀行「企業行動に関する意識調査2012」（2012年8月）
2.回答数は電気機械72社

図表10-1 成長・競争力強化に向けて注力している分野

（備考）1.日本政策投資銀行「企業行動に関する意識調査2012」（2012年8月）
2.回答数は1,294社

図表10-4 国内と海外の研究開発の中期的見通し

（電気機械）

（備考）1.日本政策投資銀行「企業行動に関する意識調査2012」（2012年8月）
2.研究開発には商品開発を含む。中期的見通しは今後３年程度。
回答数は電気機械48社。( ）内は前回調査（2011年7月）の数値

図表10-2 成長・競争力強化に向けた課題への対応策

（電気機械）

自社資源の活用

（ｸﾞﾙｰﾌﾟ再編含む）, 
43%

外部専門人材の獲得, 
11%

外部ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ活用, 
7%

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ, 6%

同業他社との連携

（M&A等含む）, 19%

異業種企業との連携

（M&A等含む）, 5%

一部事業の

切り離し
4%

その他, 3%
外部リソースの活用

49％

異分野の知見を
積極的に入手

開発の初期段階
から参画

自社の技術と組み
合わせた総合的な

提案力で勝負

営業とR&D
のチーム化

FAEの強化

ソフトウェア
重視

スター級
エンジニアへ
の権限委譲

改良型から
本質的機能
の追求へ

（％）

強化 現状維持 縮小

強化 20.8 20.8 2.1 43.8 （25.0）

現状維持 18.8 33.3 2.1 54.2 （75.0）

縮小 0.0 2.1 0.0 2.1  （ 0.0）

39.6 56.3 4.2 100.0

（31.7） （61.7） （ 6.7）

国内
合計

海
外

合計

現地市場に
マッチした

製品の開発

海外の有力な
企業・大学・

研究機関との
共同開発

新製品・ｻｰﾋﾞｽ

導入前の市場調査
3%

新製品・ｻｰﾋﾞｽの

開発・設計
38%

部材・商品

の調達
2%

製造工程

の効率化
12%

物流

2%

販路開拓、

拡大
39%

ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ・
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・当行調査によると、多くの企業は成長・競争力強化に向けて「新製品・サービスの開発・設計」と「販路開拓、
拡大」に注力しており、特に電気機械では「新製品・サービスの開発・設計」に注力する割合が6割を超える（図表
10-1）。今後の成長・競争力強化に向けて、独自の技術・ノウハウにより差別化を図り、他社がすぐには追随でき
ないような画期的な新製品・サービスをいち早く創出することが最大の課題となっていることがうかがわれる。

・その対応策としてまず挙げられるのが「自社資源の活用」である（図表10-2）。総合電機メーカーはグループ内
に抱える電子部品や材料、ソフトウェア部門などが緊密に連携し、十分に総合力を発揮してきたといえるだろうか。
まずは強力なリーダーシップの下で、研究開発、製造、営業部門のチームワークを機能させ、自社資源の有効活用
を図る必要がある。顧客との接点を増やし、今までにない斬新な視点から研究開発の成果を製品・サービスに落と
し込むことが重要になる。例えば、医療機器にはセンサ、画像処理や半導体などエレクトロニクス関連技術が数多
く用いられており、社内の要素技術を組み合わせることにより、参入機会を拡げることが可能になる。①技術営業
職（FAE）の強化、②機器を使う時の価値創造の実現に向けたソフトウェア重視の開発体制構築、③尖った製品開発
を促すためスター級エンジニアへの権限委譲と処遇改善、④改良型開発から脱却して本質的機能の追究を重視する
方向への意識改革と人事評価手法の見直しなどが課題となろう。

・一方、環境・エネルギー、医療・ヘルスケア、社会インフラや尐子高齢化関連といった新分野の多くは電機の枠
を越えて業種横断的であり、1社ですべて開発することは困難である。例えば、医療機器への参入を企図する電機
メーカーは多いが、安全性や販路開拓などの面で参入障壁が高く、ITを活用した医療サービスの具体化にも時間を
要しているのが実情である。当行調査でも、同業他社や異業種企業との連携（M&A等含む）をはじめとする外部リ
ソースの活用に活路を求める企業が５割弱に達している。自前主義を脱却し、業種の枠を超えて他社や大学、研究
機関と連携して研究開発を行うことが不可欠となっており、研究者は自らの研究領域のみならず異分野での商品設
計やシステム設計などに初期段階から入り込み、自社の技術がどのようなサービスの提供に結びつくのかを示しな
がら総合的な提案力で勝負することが求められよう。

・日系企業はイノベーション活動において海外と協力する企業の割合が低いと指摘されてきたが（図表10-3）、当
行調査では中期的（今後３年程度）に海外での研究開発を強化するとの回答が電気機械で44％に達しており、国内
での研究開発を堅持しつつも、海外を強化するとの回答が前年比で大幅に増加した（図表10-4）。海外での研究開
発を強化する背景には、①現地市場にマッチした製品を現地開発して市場獲得を図るとともに、②海外の有力な企
業、大学や研究機関との共同開発を通じて新製品・サービスを創出する狙いがあるものと考えられる。

・異分野にまたがる次世代技術の研究開発を効率的に進めるには、各社が得意分野を持ち寄って業種横断的な基盤
技術を確立し、それに各社が独自の技術やノウハウを付加して得意分野で製品化するという役割分担が必要になる。
実効性のある知財戦略を講じた上で、「良いものを出し合い、より良いものを創り出す」という方向にマインドを
切り替えることが、共同研究開発を成功させるための第一歩である。



(1) 多くのキーデバイスを日本から輸入し、多くを輸出する電機の海外現法

ソリューション③ 海外販路の開拓

・最近10年間の電機業界は、国内法人売上が00年の89兆円から10年は69兆円へと落ち込む中、海外現地
法人売上も同じく20兆円から18兆円へと減尐に転じており、国内外ともに売上が伸びない状況に陥って
いる（図表11-1）。

・電気機械のアジア現地法人は部材調達の多くを日本からの輸入に依存している（図表11-2）。現地調
達比率は日系、ローカル系からのいずれも低く、自動車メーカーが部品メーカーと一体となり現地化を
進めてきたのとは対照的である。こうした調達構造は、長引く円高やコスト格差も踏まえると、アジア
など新興国での現地ニーズに合った普及価格帯の商品投入が後手に回る一因となっている可能性があ
り、現地調達網の整備が大きな課題である。

・電気機械は1970年代後半からいち早くアジア各国に現法を設立して海外生産を開始したが、当時は現
地市場が未発達で、現法の多くは日本からキーデバイスを輸入して低コストで組立てを行い、日本や欧
米などに輸出することが主な役割だった。そうした経緯もあり、アジアの現法は今なお、日本への持ち
帰りや欧米など第三国への輸出比率が高く、現地販売は４割弱にとどまる（図表11-3）。近年は現法も
開発や調達機能の強化に取り組んでいるが、当行調査で「輸出でなく海外生産を行う理由」を尋ねたと
ころ、電気機械では「製造コスト」を挙げる企業の割合が他業種と比べて高く、逆に「現地ニーズに
合った商品開発」の割合がやや低いという結果が出ている（図表11-4）。
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図表11-3 日系製造業のアジア現地法人の売上高内訳図表11-2 日系製造業のアジア現地法人の仕入高内訳

（備考）1.経済産業省「海外事業活動基本調査」により日本政策

投資銀行作成

2.電気機械には情報通信機械を含む。データは2010年度

図表11-1 製造業の国内法人と現地法人の売上高推移

図表11-4 製造業が輸出でなく海外生産を行う理由

（備考）

1.日本政策投資銀行「企業行動に関

する意識調査2012」（2012年8月）

2.製造業394社対象
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(2) 現地での開発・調達・生産・販売体制の強化によるアジア・欧米での拡販
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図表12-1 中期的（今後３年程度）な国内・海外の供給能力

・当行調査によれば、中期的に海外での供給能力を拡大するとの回答が電気機械では78％に達し、海外
拠点拡充の流れが強まっている（図表12-1）。海外売上の伸び悩み傾向を打破するためにも、海外現法
のあり方を抜本的に見直す時期にきており、従来の輸出拠点としての役割に加えて、現地向け商品の開
発・製造に一層注力する必要がある（図表12-2）。そのためには、設計の標準化により部品点数や工程
数の削減を進めるとともに、調達先選定機能を現地に移管して現地サプライヤーからの安価な部材調達
を拡大し、これを国内の調達網と組み合わせてグローバル・サプライチェーンを構築することが求めら
れよう。商品企画や設計開発の現地化は現地資材の調達を促し、ローカルニーズに合った売れ筋商品の
供給につながることも期待される。

・販売面でも、現地スタッフを積極的に登用してブランドや自社流通網への投資を拡充することにより、
現地で売る力を強化することが急務である。その際、価格下落の激しい薄型テレビやDVDレコーダなど
のデジタル家電だけでなく、洗濯機、冷蔵庫や理美容品などの白物家電の拡販にも経営資源を投入すべ
きである。また、成長が期待できるアジア市場に加えて、電子機器の世界需要の約３割ずつを占める欧
州と米州市場を軽視してはならない。総合電機８社の欧米での売上高は全体の23％にとどまるが、サム
スン電子は53％に達する（図表4-2）。日系メーカーにとり、長引く円高を逆手にとれば、提携やM&Aを
通じて海外での商流を拡大する好機が到来していると捉えることもできよう。特に欧州では債務危機の
長期化で各社がリストラを進めており、中南米やアフリカ市場に販売チャネルを持つ欧州企業の事業部
門を買収することも検討の余地がある。

・部材サプライヤーやティア２、ティア３クラスの中堅・中小企業としても、納入先の電機メーカーが
海外強化・現地調達拡大に動く中で、ニッチトップの製品や技術を持つ企業であっても、国内だけでは
仕事量が将来先細る可能性がある。これらの企業は国内での熾烈な競争で鍛えられ、価格以外の競争力
（品質、技術、納期など）で生き残りを図ってきた。こうした経験やノウハウを生かして思い切って海
外進出し、現地のビジネスを取り込んで海外で拡販することができれば、その収益の活用を通じて国内
での研究開発や投資の活性化につながり、また、海外での受注実績が評価されて国内で新規顧客の開拓
が実現するといった好循環も期待できよう。電機メーカーが現地のニーズや価格帯に見合った製品開発
を推進するためにも、ものづくりのサポーティングインダストリーである日本の中堅・中小企業の海外
進出を積極的にサポートすることは、国内投資の促進策と並んで、政策的にも重要な課題といえよう。

（備考）日本政策投資銀行作成

図表12-2 日系電機メーカーの海外販売拡大に向けた方策

図表12-1 中期的（今後３年程度）な国内・海外の供給能力

（備考）

1.日本政策投資銀行「企業行動に関する意識調

査2012」（2012年8月）により作成

2.回答社数は72社。カッコ内は前回調査（11年

7月、回答社数69社）
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